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財政基盤情報を用いたクラスタ分析の結果をふまえると、NPO 組織はおおむね 5 つに分類できるこ
とが確認された。さらに、それらの 5 つは組織体制や活動の実態、他組織との協働や組織内の文化・
風土について、それぞれ異なる特徴を持つことが確認された。こうした結果をふまえ、本研究で得ら





















































































Nitterhouse 1994，Chang and Tuckman 1994，田中・馬場・渋井 2010 など）、組織の成長性・
安定性との関係を検討するもの（中嶋・馬場 2012 など）、財政の効率性の関連を検討するもの
などが挙げられる（Ecer et al 2016 など）3。これに対し後者の研究としては、財政的依存性の
アドボカシーに対する影響を検討する研究や NPO の行政下請化に対する批判などを挙げるこ




























































源と想定し、今回はクラスタ数を 6 と設定して分析をおこなった。その結果が、表 2 である 6。
　表から、今回得られるクラスタのうち大半は 1 つの収入源を主たる財源としていることがわ
かる。具体的には、第 1 クラスタは受託事業収入、第 3 クラスタは行政からの助成金・補助金、
第 4 クラスタは自主事業収入、第 5 クラスタは会費収入、第 6 クラスタはその他を主な財源し
ており、それ以外からの収入割合は 10％に満たない。このことから、第 1 クラスタを「受託
事業型」、第 3 クラスタを「行政資金型」、第 4 クラスタを「自主事業型」、第 5 クラスタを「会
費型」、第 6 クラスタを「その他資金型」と呼ぶことにする。




































　調査では、財政基盤の情報とは別に、「1．10 万円未満」から「11．1 億円以上」という 11



























10 実額への換算について、具体的な手順は次のとおりである。この項目では、「1.10 万円未満」、「11．1 億円以上」
以外の選択肢は「〇〇万円～△△万円未満」といった幅を持ったものになっている。各選択肢を実額に換算す

















11 活動分野については、ここでは 20 分野のうち一定程度以上の回答が見られた（全体での実施割合が 10％以上
であった）9 分野のみの分析結果を示している。
− 21 −

















出版・広報・報道、調査・研究・コンサルティングの 8 つを取り上げ、典型 5 分類との関連を
確認しよう 12。

















日くらい」「2．半年に数日くらい」「3．月に数日くらい」「4．週 1 ～ 3 日くらい」「5．週 4 日




































容 1 つずつについて〇があれば「1」、なければ「0」の値を与える 2 値変数を作成しておく。




















うか、多項選択の形で訊ねた項目がある。これらを用い、典型 5 分類との関係を見たものが表 

























































が、そうした多くのスタッフが協力することにより 1 人 1 人の業務負担を軽減しているのでは
ないかと推察される。
　なお、みんなで議論、和気あいあい、情報共有、非公式付き合いの 4 つについては、典型 5
分類による明確な違いは見られない。
　また調査では、表 9 で挙げたような風土とは別に、組織の現状認識と課題認知について訊ね
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「和気あいあい」が -0.229、「情報共有」が -0.312、「非公式付き合い」が -0.116 である（すべて 1％水準で有 
意）。
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